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１．小田原市の地域特性

小田原の地域特性

位置：新幹線で東京駅から 35分

地勢：黒潮が流れる海に面し、背後
が山地に囲まれているため、年
平均で気温16℃、降雨量
2,000ミリ前後、温暖で暮らし
やすい気候

人口：188,533人
（世帯数：82,899世帯）
令和3年４月1日現在

面積：113.60㎢

 人口約19万人／神奈川県西部の中心都市（戦国時代の城下町・江戸時代の宿場町）
 首都圏にありながら森里川海オールインワン／自然環境と調和した生業・文化・歴史を基盤とする。
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２．総合計画「2030ロードマップ1.0」
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 第６次総合計画では、重点施策に「環境・エネルギー」を掲げ、 「デジタルまちづくり」を推進エンジンとして、より豊
かな未来社会の実現に向けた施策をスタート。

重点施策
「環境・エネルギー」

推進エンジン
「デジタルまちづくり」



３．小田原市DX推進計画

 HOTOKU × デジタル
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３．小田原市DX推進計画

 重点施策

Ⅰ 重点施策
優先的･重点的に実施することで、
ＤＸを推進していく。また、国の動
向に注視し、新たな国の制度などを
検討し、見直しを図っていく。

Ⅱ 具体施策
具体施策については、社会の動向
や国の制度改正、本市の予算等を
踏まえ、不断に見直しを行いながら
改めて取りまとめる。
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４．デジタル化によるまちづくりに向けた最近の取組①

 ①個人情報保護

利便性とセキュリティを両立した庁内ネットワーク環境の整備（R３.10～）
令和４年度に予定しているネットワーク基盤システム更新において、ネットワーク機器及び構成を見直すことで、セキュリティレベ
ルを向上しつつ、より効率的にネットワークを利用できる仕組みを構築するため、プロポーザルを実施した。

人的セキュリティの向上
市職員を対象にグループワーク形式での研修や監査など、徹底した人的対策の実施と見直しを行っている。

 ②市民サービスの向上

AIチャットボットを活用したオンライン相談事業（R3.12.1～）
※ 県補助金（「新しい生活様式」推進事業補助金）活用

市民や観光客等の利便性の向上、また問い合わせなどに対する
本市職員の負担軽減を図るため、AI（人工知能）とチャットボッ
ト（問い合わせに自動応答するプログラム）を使ったオンライン相
談を開始。
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４．デジタル化によるまちづくりに向けた最近の取組②

 ③デジタルデバイド対策

小田原デジタル活用支援事業(R3.5～)
市内の携帯販売事業者４社と協力し、高齢者などが
デジタル化への不安を解消できるように、スマートフォン
の利用方法などに関する講習や相談を市内各所で実
施。
（（一社）全国携帯電話販売代理店協会・総務
省等が開催する「あんしんショップ大賞2021」で総務
大臣賞を受賞）

●(株) アベストミヤケ
(市内docomo店舗)
●(株)ジェイコム湘南･神奈川西湘局
●ソフトバンク（株）
(市内ソフトバンク店舗)
●田中電子（株）
(au Style小田原富水)

■ 携帯販売事業者４社と協定締結（R3.7.1～）

高齢者（65歳以上）の新型コロナウイルスワクチン接種予約に
伴い、スマートフォンなどの操作に慣れていない人のワクチン接種
予約システムによる接種予約を支援するため、市内の携帯電話
取扱店に協力をいただき、高齢者をサポート（サポート実績：
215人（6月末時点）） 。

■ ワクチン接種予約のサポート（R3.5.29～）

市の主催事業として協定締結事業者
が講師を務め、高齢者等を対象に電
話やメールの使い方等を講義。
月６回程度、市内７箇所で開催。

■ スマートフォン教室（R3.9.20～）

市内に店舗を有する協定締結事業者のうち、携帯販売事業
者３社に協力いただき、デジタル商品券の利用者情報の登録
や商品券の購入方法などのサポートを各店舗で行うこととした。
プレミアム率を紙商品券25％、デジタル商品券30％とした一
方で、発行総額はほぼ2：1で紙が多数を占めている。

■プレミアム付商品券事業「第２弾おだわら梅丸商品券」
のサポート（R3.11.19～）
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４．デジタル化によるまちづくりに向けた最近の取組③

 ④その他（検討中の事業含む）

■ 小田原駅周辺デジタルサイネージの普及
■ 市内公共施設や観光施設等への Free Wi-Fi 設置
■ 窓口のキャッシュレス化

■ 電子申請システムの利用拡充

■ デジタル図書館の開設
■ 自治会のデジタル化
■ 地域通貨の導入

■デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装ＴＹＰＥ１）採択事業

河川、海、土砂災害警戒区域に設置したセンサー等から得た情報や市民からの通報情報等をシステムで解析し、災害発生の危
険性がどの程度高まっているのか等を早期に把握・集約し安全安心に暮らせる社会を構築。

〇 ワイヤレスセンサー等を用いた住民参加型警戒・避難システム導入事務

〇 AI・RPA活用による住民異動手続きのスマート化による住民サービスの向上

〇 小田原市デジタルミュージアム創設事業

住民異動手続きを行う際に、持参した転出証明書等をOCRでデータ化し取り込む「書かない窓口」やスマートフォン等で利用可
能な「AIを活用した事前申請サービス」により、来庁者の滞在時間の短縮や負担軽減を実現。

小田原市が有する歴史的・文化的資料の高細密デジタルレプリカ等を作成し、小田原市デジタルミュージアムとしてインターネット
上で広く公開し、歴史や文化に触れる機会・場を提供することで、歴史と文化の次世代継承や観光振興につなげる。
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2014年４月、 小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例 の制定

５．カーボンニュートラルに関するこれまでの取組①

 再生可能エネルギーは、持続的なまちづくりに向けて不可欠な要素。
 再生可能エネルギーを最大限活用し、地域の活性化や好循環の創出を図るため、促進条例を2014年に制定。
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５．カーボンニュートラルに関するこれまでの取組②

 地域のエネルギー事業者の設立と連携を軸に、公民連携で再エネを拡大。
 EV、蓄電池など、様々なリソース、ポテンシャルを最大発揮する面的なエネルギーマネジメントの高度化へ。
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５．カーボンニュートラルに関するこれまでの取組③

 2050年カーボンニュートラルに向けて、2030年カーボンハーフを表明。
 国の施策の活用も視野に、取組を加速化。

≪地域脱炭素ロードマップ≫

2020 2030 20502025

5年間の集中期間に
政策総動員

脱
炭
素
で
強
靭
な
活
力
あ
る

地
域
社
会
を
全
国
で
実
現

全
国
で
多
く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

★基盤的施策の実施

2050年を
待たずに

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域
②重点対策を全国津々浦々で実施

２０３０年度
カーボンハーフ

達成
二酸化炭素排出量を

２０３０年度までに ５０％削減
2050年

カーボンニュートラル
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６．（事例①）電気自動車カーシェアリングを活用したカーボンニュートラル型地域交通モデル

 予約、車の解錠、返却はすべてスマートフォンの専用アプリで行うため、鍵の集中管理や受け渡しの事務が合理化。
 電気自動車の運用状況を一元管理し、“動く蓄電池”として地域エネルギーインフラの一部として活用。
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６．（事例①）電気自動車カーシェアリングとワーケーションの融合

パワームーバーだけでなく、『EVでワーケーション
応援セット』として、プロジェクタやスクリーン、電
気ケトル、炊飯器等の物品を貸出し。

小田原市いこいの森オートサイト ワーケーションプラン 小田原城二の丸広場ライトアップ

「小田原城北条市」イベントにおいて、
小田原城二の丸広場のライトアップ
をEV電源から給電

 スマートフォンで完結するゼロ・コンタクトな交通ツールのさらなる活用として、小田原市いこいの森林間オートサイトとタ
イアップしたワーケーションメニューを創設。
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６．（事例②）ゼロカーボンデータ処理ユニットの実現

 京セラ株式会社を事業主体とし、湘南電力株式会社等とも連携して、市の公園施設にマイクログリッドを構築中。
 太陽光発電設備、蓄電池、分散型データ処理ユニットに市内の再エネ余剰を集めることで脱炭素化。

先行して部分的なカーボンニュートラルを実現

 太陽光発電設備：50kW
 蓄電池：1,580 kWh
 分散型データ処理ユニット：26kW

② 再エネ余剰を束ねて供給

① 第三者所有モデルで
PV+蓄電池導入

太陽光発電設備 蓄電池

わんぱくランド・いこいの森
（公園施設）
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７．ゼロカーボン・デジタルタウンの実現
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